
平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 5 人

職員 10 人

主要 業務目的 課題

〇

〇

組織計画を担当する部署と連携し、補強計
画や建替など幅広く将来の体制を見据え検
討します。
平成２６年度は、小倉北消防署及び八幡東
消防署の移転新築事業を継続するほか、平
成２５年度に耐震診断を実施した施設の耐
震補強計画・実施設計並びに新たに4施設
の耐震診断を実施します。

小倉北消防署移転新築事業

消防署所の耐震化事業
地域の防災拠点となる消防署所庁舎について、耐震診断及び補強工
事等を実施し、耐震化を図ります。

―

常備車両管理事務（局配分）
常備消防車両の維持管理に必要な消耗品費、燃料費及び消防艇の保
険料です。

常備車両管理事務（法令分）

老朽化した施設
等について耐震
化や更新を検討
する必要があり
ます。

道路運送法に基づく、消防車両の継続検査及び新規登録に必要な諸
経費です。

消防施設の
整備

老朽化・狭隘化が著しい小倉北消防署について、移転新築を行いま
す。

八幡東消防署移転新築事業
老朽化・狭隘化が著しい八幡東消防署について、移転新築を行いま
す。

― ―

車両特別修繕
はしご車の機能回復、不具合箇所の早期発見及び改修を行うことを目
的として、保守点検整備を実施します。

常備車両機械器具修繕
消防活動用資機材の安全性確保及び車両の法令適合整備を実施しま
す。

―

車両等の更
新管理

― ―

常備車両更新 常備消防車両を更新に伴い購入します。

大型特種自動車のオーバーホール
はしご車・化学車の機能回復及び不具合箇所の改修を目的として、
オーバーホールを実施します。

消防艇特別修繕
消防艇の機能回復と安全な航行を図るため、陸上にあげて点検、整
備、修繕及び経年劣化箇所の改修を行います。

消防艇更新事業
平成元年の就航から、２４年が経過している本市消防艇「ひまわり」を更
新します。

千円 136,500 千円

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

総務課

消防局全体のマネジメント
・予算、決算の総括
・消防施設、消防機械器具の管理
・消防通信指令システムの管理

課
長
名

内藤　茂樹
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額

人件費

目安の金額

4,611,839



主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

―

―

新・消防ヘリコプターへのデジタル無線機の
整備

消防ヘリコプターに消防・救急デジタル無線機を整備します。

消防庁舎を適正に保守管理、運営するための委託及び光熱費等です。

―消防出初式 会場設営費です。

― ―

消防庁舎特別改修 消防署所庁舎の環境整備のための大規模改修工事です。

消防庁舎維持管理 消防庁舎を適正に維持管理するための修繕及び改修工事です。

消防施設保守管理

その他

―一般管理事務 一般事務費です。

消防通信体
制の整備

通信ネットワー
ク技術の高度化
への対応

機器の老朽化や財政状況等を踏まえ、計画
的な整備・更新を行う。
平成２６年度は、老朽化した指令システムの
更新と消防救急無線のデジタル方式への移
行を一括的に行い、システムの機能向上・安
定稼動を図ります。（平成２７年４月運用開
始）

総合消防情報システム
消防指令システムを中心とした通信機器・他の情報システム等を連動さ
せた総合システムの維持管理業務です。

地域衛星通信ネットワーク（債務負担分）
災害時における現場映像等を、衛星通信ネットワークを活用して国や地
方公共団体に配信するなど、災害情報等の伝達に活用しています。

消防通信指令システムの充実・強化 消防指令システムの更新と消防・救急無線のデジタル化を行います。



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 2 人

職員 6 人

主要 業務目的 課題

○ 広報
より効果のある
広報活動

○

○

―

・優秀な人材の確保
・職員の健康管理
・消防力の適正配置
・消防広報

課
長
名

小清水　豊
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額

人件費

目安の金額

166,586 千円 76,500 千円

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

職員に対す
る訓練研修
及び資格取
得

職員の若返りに
伴う経験及び知
識の不足

・若手職員を対象にする研修の実施
・指導者養成の研修

大型自動車第一種免許資格取得 消防車両を運航するために必要な免許の取得を行う。

職員研修
職員の訓練研修を行い、資質の向上及び警防活動に必要な資格の取
得を行う。

より効果の高いものになるよう内容を検討す
る

消防広報・音楽隊充実
消防広報、災害情報のメール配信及び消防音楽隊の活動を通した広
報を行う。

職員福利厚生事業（法定分） 職員の健康管理事業として、法に基づいた各種健診を行う。

職員福利厚生事業（局配分）

消防署所の
適正配置

移転候補地の検
討・確保

平成26年度は、門司消防署の設計業務及び
八幡西消防署の移転用地確保を行う。

門司消防署建替新築 老朽化・狭隘化が著しい門司消防署について、建て替えを行う。

八幡西消防署移転新築 老朽化・狭隘化が著しい八幡西消防署について、移転新築を行う。

その他

―給貸与品 消防職員の安全性及び服制の制一を図るために給貸与を行う。

― ―

人事課

職員の疾病を予防し、健康を増進するために実施する。



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 2 人

職員 4 人

主要 業務目的 課題

―

― ―研修集会等参加及び人権研修事業 人権研修等各種研修参加に要する経費

その他

千円 61,500 千円

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

人件費

目安の金額

864

―健康・体力管理事業
消防職員の体力維持・向上のための体力錬成器具及び測定器具の整
備を図るもの（組織的サポートの構築）

訓練研修センター 　消防職員の効率的な訓練・研修の推進及び消防力の維持・向上を重点的に実施

課
長
名

中村　茂
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 2 人

職員 5 人

主要 業務目的 課題

○
高齢者等の
支援

　指令センター
業務の支障にな
る、緊急でない
通報を頻回に行
う利用者に対し
て、消防局、保
健福祉局及び各
区役所等が緊急
でない通報の件
数を減少させる
よう協力して対
応することによ
り、本当に対応
が必要な緊急の
通報を早期に受
信できる体制を
維持するなど、
質の高い行政
サービスを維持
していくことが今
後の課題であ
る。

市場におけ
る火災予防

　モデル市場全
体の火災予防意
識の高揚及び有
事の際における
初期消火体制の
確立。

　モデル市場全体の火災予防意識の高揚及
び有事の際における初期消火体制を確立す
るために、「無線連動型の火災警報器」と「簡
易水道消火装置」を活用した消防訓練を実
施するようモデル市場へ働きかける。

木造市場等防火安全対策モデル
事業

　市場での火災を予防し、被害を最小限にするため、「無線連動型の火災
警報器」と「簡易水道消火装置」を設置し、これらの機器を活用して市場と
近隣住民との共助体制を構築することを目的としてモデル事業を実施す
る。
（H25年度～H27年度実施）

千円 69,000 千円

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

　今後も保健福祉局高齢者支援課、消防
局、各消防署、各区役所で連携して、質の高
い行政サービスを維持できるよう担当者会議
等を実施し、課題等の共有を行っていく。

緊急通報システム

　高齢者や重度身体障害者がいる世帯の火災やガス漏れ、救急要請な
どの緊急通報を消防指令センターで直接受信し対応することにより、火
災・救急による被害の低減を図るとともに、高齢者等が住み慣れた家庭
で安心して生活できるよう支援する。

予防課
・火災及び焼死事故等の防止を図る予防行政及び住宅防火対策の実施
・災害弱者である高齢者等の支援
・木造市場等の防火安全対策

課
長
名

尾花　博幸
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額

人件費

目安の金額

83,008



主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

○

高齢者・障
害者等に対
する住宅防
火対策

　住宅用火災警
報器は、全国水
準を上回る普及
率であることか
ら、今後も設置
促進の広報を実
施していくととも
に、未設置世帯
への設置を促し
ていく。また、住
宅防火訪問を実
施する消防隊の
他の業務との兼
ね合いを考慮
し、目標件数を
達成することが
課題と考える。

防火管理講
習会

－ －防火管理講習会等事務委託
　消防法等で義務付けられた各種講習会等の事務を一部委託することに
より、事務作業の一層の効率化と市民の利便性の向上を図る。

予防行政（消防士さんといっしょ）

　消防職員が「ゲストティーチャー」として市内にある小学校に出向き、「ス
モークマシン」や「消火器（訓練用）の取扱い」等の体験ができる「消防の
しごと」の授業を実施し、子どもたちの「防火・防災」への意識の高揚を図
る。

火災の原因
調査

－ －

火災原因調査活動 　消防法第31条に規定する火災原因調査にかかる事務費

火災原因調査鑑定用機器の更新
整備

　火災原因調査業務における鑑識・鑑定を実施するための各種機器の購
入

予防広報の
推進

　正しい「防火・
防災」の知識を
持ち、家庭や地
域生活の中で実
践していく力を
育むことが、数
値化しにくい。

活動状況は大変順調である

予防行政（一般）
　市民生活の安全確保のため、各種啓発を通して災害予防対策を推進
し、災害に強いまちづくりを目指す。

　住宅防火訪問を実施する消防隊に対し、火
災予防広報の必要性を再確認させ、他の業
務へ支障とならないような効率のよい実施を
考察する。
　市民等へ住宅防火訪問の必要性を広報
し、地域協力を得る必要がある。

住宅防火対策の推進
　地域防災ネットワークにより、福祉関係者・地域住民等からのあらゆる
情報を活用し、高齢者・障害者等の訪問活動を行い、防火・防災啓発の
普及を図るとともに、火災及び焼死事故等の防止に努める。



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 4 人

職員 14 人

主要 業務目的 課題

   防火対象
物及び危険
物施設の
法令遵守
の指導。

　法令改
正時に関
係者に対
し、改正内
容の周知
及び指導
が必要。

　防火対象
物及び危険
物施設の
立入検査
の実施。

　防火対象
物及び危
険物施設
の立入検
査における
指摘事項
の是正指
導。

― ―

― ―

目安の金額

25,352

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

　・　予防査察・違反是正等の推進による防火安全対策の強化
　・　関係機関と連携した防火安全対策の推進
　・　指導業務の人材育成及び資質向上

指導課

156,500 千円

課
長
名

森　秀信
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額

人件費
千円

―　予防情報システム
　市内の防火対象物及び危険物施設等の情報をデータベース化して
トータル管理し、必要な情報を迅速、的確に提供するシステムであり、
市民生活の安全の確保を目指すものである。

―
　予防情報システム及び北九州市総合防
災情報ネットワークシステムの再構築

　市内の防火対象物及び危険物施設等の情報をデータベース化して
トータル管理し、必要な情報を迅速、的確に提供するシステムであり、
市民生活の安全を確保するものである。

　各種法令講習など機会を捉えて、関係
者等に対し周知及び指導を図る。

　指導許認可・自主保安事務
　消防法令に基づく、危険物許認可事務、建築同意事務及びこれらの
検査事務等に関する事務費。

　　防火対象物に立入って検査を行い、
是正事項があれば、適性に是正を図る
もの。

　査察行政
　消防法令等に基づく、防火対象物及び危険物施設の立入検査等に関
する事務費。



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 2 人

係長 4 人

職員 8 人

主要 業務目的 課題

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律に基づき、所定の掛金を
消防団員等公務災害補償等共済基金に払うもの。

消防団員退職報償金等
消防団員が公務に従事し、又は、市民が協力したことにより死亡、若しくは負傷した場
合に本人及び家族に補償費を支払う。また、５年以上勤務し、退職した消防団員に退職
報償金を支払う。

消防団員人権研修
公務員としての倫理を養うため、年２回、消防団員に対して人権研修を
行う。そのための講師謝礼費。

魅力ある消
防団づくり
と消防団の
活動環境整
備

地域の防災力低
下を防ぐため、
消防団員の充足
率を高める必要
がある。そのた
めには、誰もが
入りたくなるよう
な魅力的な消防
団をつくるととも
に、安全な活動
ができるための
活動環境整備が
必要である。

消防団員からの意見を取り入れられる体制
をつくり、風通しのよい消防団をつくるととも
に、ソフト・ハードの両面において魅力的な消
防団づくりを進めていく。

非常備車両更新
車両の更新年限を考慮した車両更新計画に基づき、効率的な消防団車
両の更新を行い、消防力の強化を図る。

消防団施設の耐震化事業
災害発生時の消防力の低下を防ぐため、旧耐震基準の消防団施設の耐震診
断を実施し、その結果に基づく補強計画等を検討する。

（新）小倉北消防団第８分団移転事業
小倉北消防署の移転に併せて、熊谷出張所は統廃合される。その熊谷出張所
の跡地に小倉北消防団第８分団を移転することで消防力の空白地域を埋め
る。

関係団体負担金（法令分）

若松区響町の北九州PCB廃棄処分施設の立地に伴い、PCBの漏洩や火災等
の災害に対応する資機材等の整備を実施する。

多種多様化
する災害に
対応するた
めの整備

災害派遣や本市で
の大規模災害等に
対応するための資
器材の充実が必要
である。

災害派遣や本市での大規模災害等に対応
するための資器材を整備していく。また、毎
年、訓練を実施することで、災害発生時に即
応できる能力の向上を図る。

レスキュー用機械器具整備 各種災害に安全・確実・迅速に対応するために必要な資機材の整備

大規模災害対策用資機材の充実強化 大規模災害に備えるための資機材の充実整備

各救助隊整備等 各救助隊等の災害活動力の維持及び向上に必要な経費

消防活動用
資機材費

― ―

常備消防活動
災害活動・訓練等に必要な資機材の整備等を実施する。その他消防活
動に係る事務経費等。

環境配慮型消火方法の推進
環境負荷の少ない消火剤を使用し、火災による被害の軽減及び水損害の防止
など、火災によるトータル損害の軽減を実施する。

常備消防用機械器具整備
更新基準に達し、老朽により使用に耐えない常備消防活動用機械器具
の更新を実施する。

ＰＣＢ処理施設関連活動資機材の整備

千円 123,000 千円

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

警防課
・消防活動能力の充実強化　・特殊災害対応訓練の実施
・救助資機材の整備　・消防団員の確保対策　・消防団の安全対策
・地域防災力の向上　・地域に根付いた総合的な消防防災体制

課
長
名

椛嶋　健二
松本　裕二

コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額

人件費

目安の金額

641,741



主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

〇

〇

〇
地域防災力
の向上

組織年齢の高齢
化や防災訓練の
参加者固定

消防水利の
維持

多種多様化する
火災や大規模災
害に備えるため
の対応が求めら
れる。

限られた消防水利を維持し、効率的な消防
活動を実施していく。

消防水利維持管理（局配分）
火災時に必要な消防水利施設（消火栓、防火水槽等）の維持管理を行
います。

防火水槽等新設
火災時に必要な消防水利施設（防火水槽、消防専用送水管）の新設・
更新を行います。

消防水利維持管理（負担金・繰出分） 火災時に必要な消防水利施設（消火栓）の維持管理を行います。

非常備車両機械器具修繕 消防団車両及び消防機械器具を修繕するための費用。

非常備庁舎維持管理 消防団庁舎を適正に維持管理するための費用。

母体となる自治会への若手等加入者の促進や各
種イベントを活用した幅広い層の参加者が見込ま
れる防災啓発を企画（地震体験車活用）

自主防災組織（市民防災会）
地域防災力の向上を目的に自主防災組織「市民防災会」の育成指導を
行います。

非常備施設保守管理 消防団庁舎の庁舎用燃料費。

消防団員の機能強化 女性消防団員が実施する防火訪問に必要な資格取得費。

消防団活動・運営事業（局配分） 自主的な消防団活動を行うための交付金。

魅力ある消
防団づくり
と消防団の
活動環境整
備

非常備車両管理事務（局配分） 消防団車両の車両燃料費。

消防団員給貸与品 消防団活動に必要な被服を支給する。

非常備活動用資機材整備 消防業務に必要な資機材を整備する。

地域の防災力低
下を防ぐため、
消防団員の充足
率を高める必要
がある。そのた
めには、誰もが
入りたくなるよう
な魅力的な消防
団をつくるととも
に、安全な活動
ができるための
活動環境整備が
必要である。

消防団員からの意見を取り入れられる体制
をつくり、風通しのよい消防団をつくるととも
に、ソフト・ハードの両面において魅力的な消
防団づくりを進めていく。

非常備車両管理事務（法令分） 消防団車両の車検費用（法定経費）。

消防団施設整備事業
消防団活動の拠点となる消防団施設を、老朽・狭隘化の著しい施設か
ら計画的に整備していく。

消防団一般管理事務 研修等に必要な経費及び電話代等の通信管理費等。

関係団体負担金（県消防協会負担金） 福岡県消防協会への市町村負担金。

消防団活動・運営事業（法令分）
消防団員に対する報酬及び災害出動等を行った際の費用弁償を支払
う。



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 4 人

職員 16 人

主要 業務目的 課題

○

だれもが応
急手当を実
施することが
できる安全・
安心なまち
づくり

・応急手当講習
の認知度と必要
性の認識の低
さ。

メディカルコントロール体制の構築
救急隊員に対する医師からの指導・助言及び病院実習、事後検証等市
内１１医療機関と委託契約を結んでいます。

消防庁の定める救急業務実施基準に基づく高規格救急自動車及び整
備車両積載用の高度救急活動資器材を更新していきます。

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

質の高い救
急医療体制
の提供

・救急件数増加
に伴う救急資源
の安定した確
保。

・救急車を適正に利用していただけるよう広
報を行っています。
　また、新規救急救命士、気管挿管認定救
命士を計画的に養成し、質の高い救急医療
を提供できるよう体制整備を行っていきま
す。

新規救急救命士、気管挿管認定救命士を養成及び指導的立場の救急
救命士の養成を行います。

人件費

目安の金額

160,700

・応急手当の必要性をより多くの市民にわ
かっていただけるよう積極的に普及啓発活
動を行っていきます。

応急手当の普及啓発活動の推進
突然の病気や怪我等により傷病者が発生した場合でも、そばにいた人
が適切な応急手当ができるよう応急手当の普及啓発活動を行います。

救急高度化推進整備事業

千円 171,500 千円

救急活動業務
救急活動を行うために必要な資器材や消耗品の継続した整備を行いま
す。

救急救命士資格取得研修

救急課
・質の高い救急医療体制の提供
・だれもが応急手当を実施することができる安全・安心なまちづくり

課
長
名

正代　莊一
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額



平成26年度　課の事業一覧

組
織
名

消防局

重
点
項
目

課長 1 人

係長 3 人

職員 7 人

主要 業務目的 課題

ヘリコプター点検整備（法令分） 耐空検査等の法定点検に要する経費

通年日中運航体制に伴い増加する活動に要する経費

課題解決に向けた強化・見直し内容事業名 事業概要

消防ヘリコ
プターの運
航

通年日中運航体
制への
移行

①現行の「休日における消防航空隊応援体
　制」の見直しを行う。

②訓練計画（飛行時間、飛行内容等）及び整
　備計画の見直しを行う。

③航空活動マニュアル（ボイス等）の共通認
　識の確立と、統一的な活動要領の徹底を
　図る。

ヘリコプター点検整備に要する経費

人件費

目安の金額

65,365

新・消防ヘリコプター通年日中運航体制の
整備

千円 94,000 千円

航空隊管理事務 消防航空隊の運営及び消防ヘリコプターの運航に要する経費

ヘリコプター点検整備（局配分）

消防航空隊 通年日中運航への移行に伴う体制構築

課
長
名

小田　龍平
コ
ス
ト

事業費

26年度当初予算額


